
智頭町ＵＪＩターン住宅支援事業補助金交付要綱 （新） 

 

（趣 旨）  

第１条 この要綱は、智頭町ＵＪＩターン住宅支援事業補助金（以下「本補助金」とい

う。）について、智頭町補助金等交付規則（昭和４８年智頭町規則第８号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 

（交付目的）  

第２条 本補助金は、本町に自らが定住する目的で住宅を新築し、購入し、賃借し、

または、Ｕ・Ｊ・Ｉターン者のために空き家住宅を賃貸する者に対し、その住宅の建

設、改修に必要な費用の一部を助成することにより、もってＵ・Ｊ・Ｉターン者の住環

境を整備し、定住促進を図ることを目的として、予算の範囲内で交付する。 

  

（補助対象者）  

第３条 本補助金の交付の対象となるＵ・Ｊ・Ｉターン者（以下「補助対象移住者」とい

う。）は、本補助金の交付を申請した日（以下「申請日」という。）において、次に掲

げる要件をすべて満たす者である者とする。 

（１） 智頭町内に住宅を新築し、購入し、又は賃借する者で、本町の住民基本台帳

に記録されていない 者又は智頭町に転入して 36 月を経過していない者であっ

て、本補助金の申請日前１年以内に智頭町 から転出したことがない者  

（２）  本補助金の交付を受けてから５年以上智頭町に定住しようとする者 

（３） 自らの負担で住宅を新築、若しくは空き家を購入、賃借して改修しようとする者 

（４） 空き家を購入し、又は賃借する場合は、空き家の所有者の 3 親等以内でない

者 

２ 本補助金の対象となる空き家住宅を賃貸する者（以下「空き家所有者」とい

う。）は、智頭 町空き家バンクに対象となる空き家住宅を登録している者と

する。 



（対象住宅）  

第４条 本補助金の交付の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、補助対象

移住者が自ら居住する目的で智頭町内にある土地に新築し、購入し、改修し、又

は賃借する住宅（居住の用に供する部分と事業の用に供する部分とが結合する併

用住宅については、居住の用に供する部分に限る。）または、前条第２項に定め

る空き家所有者の所有する住宅とする。ただし、対象住宅の所有者と入居者が

異なる場合にあっては、対象住宅の所有者との間に改修工事の同意及び現状回

復義務の免除について確認できた住宅に限る。  

 

（補助対象事業）  

第５条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、対象

住宅を新築し、購入し、又は改修を行う事業であって、本補助金の交付の決定を

受けた日の属する年度と同一の年度内に完了する事業とする。  

 

（補助対象経費）  

第６条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対

象事業の実施に要する経費（土地の購入等に要する経費は除く。）とする。 

  

（補助金の算定等）  

第７条 本補助金は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数

は、これを切り捨てる。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。ただし、１，０００千

円を限度額とする。  

２ 本補助金は、同一の世帯に対して１回に限り交付する。ただし、町長が特に必要と

認める場合は、この限りではない。 

  

 

 



（交付申請）  

第８条 本補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に規定する交付申請書に

次に掲げる書類を添付し、町長が別に定める日までに町長に提出しなければなら

ない。  

（１） 智頭町ＵＪＩターン住宅支援事業計画書（様式第１号）  

（２） 智頭町ＵＪＩターン住宅支援事業収支予算書（様式第２号）  

（３） 誓約書（様式第３号）  

（４） 工事又は住宅購入に係る見積書の写し  

（５） 補助対象経費内訳書  

（６） 位置図、平面図、立面図及び改修工事にあっては改修内容の分かる図面  

（７） 登記事項証明書等対象住宅の所有者が分かる書類及び対象住宅の所有者と

入居者が異なる場合にあっては確認書（様式第４号）  

（８） 住民票謄本  

 

（交付の条件）  

第９条 町長は、本補助金の交付の決定をする場合において、補助対象者が次の各

号のいずれかに該当するときは、やむを得ないものと認める場合を除き、本補助金

の交付の決定を取り消し、既に交付された補助金の全部又は一部に相当する金額

の返還を命ずる旨を条件として付すものとする。  

（１） 当該補助事業により新築し、購入し、又は改修工事をした対象住宅を本補助金

の交付の決定を受けた日から５年以内に取り壊し若しくは売却し、又は転居をし

たとき。  

（２） 本補助金の交付の決定を受けた日から５年以内に智頭町から転出したとき。  

（３） 申請日の属する年度と同一の年度内に智頭町に転入しないとき。  

（４） 本補助金の交付を受けて改修を行った空き家所有者が、火災、天災等

のやむを得ない事情を除き、１０年以内に空き家バンク登録を抹消したと

き。 



（補助事業等の変更）  

第１０条 規則第９条第１項の町長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更

とする。  

（１） 本補助金の増額  

（２） 本補助金の２割を超える減額 

  

（実績報告）  

第１１条 規則第１２条の実績報告は、同条に規定する実績報告書に次に揚げる書類

を添えて行わなければならない。  

（１） 智頭町ＵＪＩターン住宅支援事業報告書（様式第１号）  

（２） 智頭町ＵＪＩターン住宅支援事業収支決算書（様式第２号）  

（３） 工事請負契約書又は住宅購入契約書の写し  

（４） 改修工事にあっては改修内容の分かる図面  

（５） 補助対象経費内訳書  

（６） 補助事業の成果が確認できる写真  

（７） 建築確認が必要な建築行為の場合は、検査済証の写し  

（８） 住民票謄本等対象住宅に住所を移したことの確認できる書類  

２ 前項の実績報告は、補助事業の完了後１月以内又は補助事業の完了の日の属

する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに行わなければならない。  

 

（委 任）  

第１２条 この要綱に定めるもののほか本補助金に関し必要な事項は、町長が別に定

める。  

    附  則  

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度の補助事業から適用す

る。  



（この要綱の失効）  

  平成２２年４月１日改正 

   平成２３年４月１日改正 

２ この要綱は、平成２４年３月３１日限りでその効力を失う。ただし、同日以前にこの

要綱に基 づき交付決定された補助金の交付に関しては、同日後も、なおその効力

を有する。 

  

    附  則  

  この要綱は、公布の日から施行する。 


